
自主
財

源
　

193億
5,311万

円（
56.1％） 

依
存

財
源

　
15

1億
5,

94
6万

円（

43.9％） 

市税
140億160万円

（40.6％）
歳入合計

345億1,257万円
（100％）
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国有提供施設等所在市町村助成交付金
80万円（0.0％） ２．歳入の概況

交通安全対策特別交付金
700万円（0.0％） 
地方特例交付金
782万円（0.0％） 
ゴルフ場利用税交付金
2,422万円（0.1％） 
利子割交付金
2,454万円（0.1％） 
自動車取得税交付金
5,283万円（0.2％） 
株式等譲渡所得割交付金
7,707万円（0.2％） 
配当割交付金
7,783万円（0.2％） 
地方譲与税
3億1,646万円（0.9％） 
地方消費税交付金
13億367万円（3.8％） 
市債
23億160万円（6.7％） 
県支出金
24億2,304万円（7.0％） 
地方交付税
42億2,662万円（12.2％） 
国庫支出金
43億1,596万円（12.5％） 

寄附金 4,172万円（0.1％）
財産収入 4,724万円（0.1％）

分担金及び負担金　 4億789万円（1.2％）
使用料及び手数料 　4億3,454万円（1.3％）

諸収入 8億1,725万円（2.4％）
繰越金 　15億9,478万円（4.6％）
繰入金1　　20億809万円（5.8％）

市税総額
140億160万円

（100％）

市民税
53億984万円
（37.9％）

償却資産
38億8,812万円

（27.8％）

３．市税の内訳

鉱産税
7万円（0.0％）

軽自動車税
2億4,229万円

（1.7％）
市町村たばこ税
4億7,623万円

（3.4％）
法人

19億8,717万円
（14.2％）

家屋
25億3,836万円

（18.1％）

土地
15億1,020万円

（10.8％）

交付金
3,649万円

（0.3％）

個人
33億2,267万円

（23.7％）

固定資産税
79億7,317万円

（57.0％）

１．決算収支の概況
歳　入　総　額　　　　　A 345億1,257万円

歳　出　総　額　　　　　B 327億7,227万円

歳入歳出差引額（A－B）	C 17億4,030万円

翌年度へ繰り越すべき財源D 15億5,174万円

実　質　収　支（C－D） 1億8,856万円

平成29年度決算概況と
平成30年度財政事情のあらまし

財
政
事
情
の
公
表
に
あ
た
っ
て

　
市
民
の
皆
さ
ま
に
本
市
の
財
政
が
ど
の
よ
う
に
運
営

さ
れ
、
ど
の
よ
う
な
状
況
に
あ
る
の
か
を
広
く
知
っ
て

い
た
だ
く
た
め
に
年
に
２
回
（
４
・
10
月
）
市
の
財
政

事
情
を
公
表
し
て
い
ま
す
。
　
　
　

　
平
成
29
年
度
一
般
会
計
の
決
算
概
況
に
つ
き
ま
し
て

は
、
第
５
次
阿
南
市
総
合
計
画
〈
後
期
基
本
計
画
〉
お

よ
び
あ
な
ん
［
地
域
好
循
環
］
総
合
戦
略
に
掲
げ
ら
れ

た
主
要
事
業
を
着
実
に
実
施
す
る
こ
と
を
念
頭
に
、
防

災
・
減
災
対
策
や
保
健
・
地
域
医
療
に
係
る
事
業
を
優

先
し
、
長
期
的
視
野
で
の
予
算
の
編
成
・
執
行
に
努
め

た
結
果
、
約
１
億
９
０
０
０
万
円
の
黒
字
決
算
見
込
み

と
な
り
ま
し
た
。
各
特
別
会
計
等
の
決
算
概
況
等
に
つ

き
ま
し
て
も
、
別
表
の
と
お
り
と
な
っ
て
お
り
、
併
せ

て
公
表
い
た
し
ま
す
。
な
お
、
各
会
計
の
決
算
は
、
議

会
の
承
認
を
得
て
確
定
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
本
市
の
決
算
状
況
に
つ
き
ま
し
て
は
、
歳
入
に
お
い

て
、
経
済
の
好
循
環
を
背
景
に
企
業
の
業
績
が
堅
調
で

あ
っ
た
こ
と
に
よ
り
、
法
人
市
民
税
が
前
年
度
よ
り
増

収
と
な
り
ま
し
た
。
歳
出
に
お
い
て
は
、
新
庁
舎
の
完

成
等
に
よ
り
、
決
算
規
模
は
縮
小
し
た
も
の
の
、
阿
南

医
療
セ
ン
タ
ー
整
備
補
助
や
教
育
施
設
空
調
設
備
整
備

等
の
投
資
的
経
費
に
加
え
、
急
激
な
少
子
高
齢
化
の
進

展
等
に
よ
る
社
会
保
障
関
連
経
費
が
高
い
水
準
に
あ
り

ま
す
。
ま
た
、
財
政
構
造
の
硬
直
化
を
示
す
指
標
で
あ

る
経
常
収
支
比
率
は
88
・
5
％
と
な
り
、
依
然
と
し
て

義
務
的
経
費
を
は
じ
め
と
す
る
経
常
的
経
費
の
割
合
が

や
や
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　
こ
う
し
た
な
か
、
平
成
30
年
度
予
算
の
執
行
に
当
た

り
ま
し
て
は
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
を
招
か
ぬ
よ
う

引
き
続
き
慎
重
な
財
政
運
営
に
努
め
、
財
政
の
健
全
性

を
維
持
し
て
ま
い
り
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
の
で
、

ご
理
解
の
ほ
ど
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

　

阿
南
市
財
政
事
情
の
公
表
に
関
す
る
条
例
第
２
条

の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成
29
年
度
決
算
概
況
お
よ
び

平
成
30
年
度
予
算
に
係
る
財
政
事
情
を
こ
こ
に
公
表

し
ま
す
。

平
成
30
年
10
月
１
日

阿
南
市
長　

岩
浅　

嘉
仁
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※４定額資金運用基金 4億6,730万円

※３特定目的基金 40億5,804万円

※２減債基金 35億5,553万円

※１財政調整基金 125億2,359万円

（億円）

労働費 2,161万円（0.1％） 

▼

目
的
別
（
行
政
目
的
別
に
分
類
し
た
も
の
）

災害復旧費 4,675万円（0.1％） 
議会費 2億9,180万円（0.9％） 
商工費 3億4,709万円（1.1％） 
農林水産業費 8億2,370万円（2.5％） 
消防費 12億1,718万円（3.7％） 
土木費 16億4,759万円（5.0％） 

公債費 31億5,702万円（9.6％） 

諸支出金 31億9,648万円（9.8％） 

教育費 33億2,757万円（10.2％） 

総務費 36億4,863万円（11.1％） 

衛生費 46億4,886万円（14.2％） 

民生費 103億9,799万円（31.7％） 

▼

性
質
別
（
経
済
的
性
質
を
基
準
に
分
類
し
た
も
の
）

積立金 1億4,724万円（0.4％） 
維持補修費 2億2,129万円（0.7％） 
貸付金 6億9,000万円（2.1％） 

補助費等 28億1,638万円（8.6％） 

繰出金 28億3,984万円（8.7％） 

※
投資的経費 48億4,472万円（14.8％） 

物件費 48億7,275万円（14.9％） 

※
義務的経費
163億4,005万円

（49.8％）

公債費
31億5,702万円 

（9.6％） 

扶助費
60億4,877万円 

（18.4％） 

人件費
71億3,426万円

（21.8％） 

４．歳出の概況
　　歳出合計　327億7,227万円

※投資的経費とは…大部分が公共事業にあたる「普通建設事業費」で施設整備
等に支出されます。次年度以降も支出の効果がある経費で
す。

※義務的経費とは…職員の給与などの「人件費」や生活保護などの「扶助費」、
地方債の元利償還費である「公債費」などで、支出が義務
付けられている経費です。

８．市債現在高の状況
一般会計市債現在高
（平成29年度末） 341億3,974万円

市 民 1 人 当 た り の
市 債 の 残 高 462,385円

９．行政財産の状況
（平成30年３月31日現在）　

土　　　 地 1,992,944㎡

建物延面積合計
419,011㎡

木造建物
（延面積） 10,820㎡

非木造建物
（延面積） 408,191㎡

※１　財政調整基金………年度間の財源の不均衡を調整するために設置される
基金。

※２　減債基金……………公債費の償還を計画的に行うために設置される基金。
※３　特定目的基金………特定の目的に対して資金を積み立てるために設置さ

れる基金。
※４　定額資金運用基金…特定の目的に対して定額の資金を運用するために設

置される基金。

６．市税負担の概況

市税総額
140億160万円

〔市民１人当たり〕

189,636円

〔１世帯当たり〕

455,070円

７．行政経費支出の概況

歳出総額
327億7,227万円

〔市民１人当たり〕

443,864円

〔１世帯当たり〕

1,065,141円

人口73,834人　世帯数30,768世帯　（平成30年３月31日現在）

５．投資的経費の内訳

土木費
9億8,855万円
（20.4％） 

農林水産業費
1億2,273万円

（2.5％） 

衛生費
18億9,709万円

（39.2％） 

消防費
1億6,609万円

（3.4％） 

教育費
7億3,842万円

（15.2％） 

災害復旧費 
4,675万円（1.0％） 

商工費 8,574万円（1.8％） 

民生費
2億9,763万円

（6.1％） 

総務費
5億172万円

（10.4％） 
総額

48億4,472万円
（100％）

10.	基金の状況
（平成30年３月31日現在高）　

9　広報あなん 2018.10



平成30年度　一般会計予算の執行状況 平成30年８月31日現在
歳　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　出

区　　　　　分 予　算　額 収 入 済 額 区　　　　　分 予　算　額 支 出 済 額
市 税 133億4,887万円 72億5,150万円 議 会 費 3億1,475万円 1億5,130万円
地 方 譲 与 税 3億2,700万円 6,852万円 総 務 費 30億7,561万円 11億9,611万円
利 子 割 交 付 金 1,600万円 1,128万円 民 生 費 101億5,574万円 38億8,468万円
配 当 割 交 付 金 5,900万円 2,057万円 衛 生 費 66億4,163万円 12億1,315万円
株式等譲渡所得割交付金 6,300万円 0 労 働 費 2,218万円 942万円
地 方 消 費 税 交 付 金 13億1,100万円 3億2,791万円 農 林 水 産 業 費 10億2,026万円 1億4,576万円
ゴルフ場利用税交付金 2,600万円 947万円 商 工 費 2億8,536万円 1億1,108万円
自動車取得税交付金 5,200万円 1,783万円 土 木 費 35億4,025万円 7億4,679万円
国有提供施設等所在市町村助成交付金 85万円 0 消 防 費 13億6,787万円 4億1,127万円
地 方 特 例 交 付 金 3,000万円 455万円 教 育 費 56億831万円 15億6,826万円
地 方 交 付 税 32億5,500万円 17億240万円 災 害 復 旧 費 1,320万円 0
交通安全対策特別交付金 950万円 0 公 債 費 30億9,134万円 1,951万円
分 担 金 及 び 負 担 金 3億9,747万円 1億2,363万円 諸 支 出 金 39億1,543万円 10億8,067万円
使 用 料 及 び 手 数 料 4億4,532万円 1億6,983万円 予 備 費 3,000万円 0
国 庫 支 出 金 51億8,456万円 12億7,865万円
県 支 出 金 23億8,102万円 4,013万円
財 産 収 入 1,036万円 1,298万円
寄 附 金 101万円 440万円
繰 入 金 35億8,316万円 0
繰 越 金 15億5,174万円 17億4,029万円
諸 収 入 8億257万円 5,284万円
市 債 62億2,650万円 0

合　　　　計 390億8,193万円 128億3,678万円 合　　　　計 390億8,193万円 105億3,800万円

特 別 会 計 の 概 況
平成29年度決算（見込）の状況 会　　計　　名

平成30年度予算の執行状況
（８月31日現在）

歳　入　額 歳　出　額 差　引　額 歳　入　額 歳　出　額
445万円 299万円 146万円 住宅新築資金等貸付事業特別会計 657万円 40万円
36万円 0 36万円 加茂谷財産区運営事業特別会計 36万円 0
178万円 0 178万円 伊島財産区運営事業特別会計 182万円 0

90億3,224万円 88億7,539万円 1億5,685万円 国民健康保険事業特別会計 27億2,522万円 21億5,504万円
8,454万円 7,669万円 785万円 加茂谷診療所事業特別会計 2,588万円 2,475万円
1,210万円 1,210万円 0 伊 島 診 療 所 事 業 特 別 会 計 172万円 453万円

5億8,350万円 5億8,009万円 341万円 公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 3,752万円 4,521万円
81億5,531万円 79億822万円 2億4,709万円 介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 34億6,627万円 26億6,954万円

1,085万円 981万円 104万円 伊島地区生活排水処理事業特別会計 216万円 164万円
3億5,837万円 3億5,499万円 338万円 学 校 給 食 事 業 特 別 会 計 1億1,005万円 9,790万円
1,153万円 1,153万円 0 奨学資金貸付事業特別会計 1,354万円 267万円
4,884万円 3,967万円 917万円 春日野地域下水道事業特別会計 1,603万円 546万円

1億3,763万円 1億3,763万円 0 羽ノ浦農業集落排水事業特別会計 1,511万円 1,120万円
620万円 313万円 307万円 豊香野地区生活排水処理事業特別会計 435万円 119万円

10億4,708万円 10億2,689万円 2,019万円 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 2億4,118万円 1億9,557万円
1,768万円 1,324万円 444万円 西春日野生活排水処理事業特別会計 710万円 164万円

－ － － 夜間休日診療所事業特別会計 0 97万円

水 道 事 業 会 計 の 概 況
平　成　29　年　度　決　算　の　状　況

予　定　額 収　入　額 比　率 予　定　額 支　出　額 比　率
収益的収入 18億1,056万円 17億1,770万円 94.9% 収益的支出 14億9,520万円 13億4,952万円 90.3%
資本的収入 　9億1,531万円 　1億7,799万円 19.4% 資本的支出 15億5,208万円 7億3,289万円 47.2%

平成29年度決算に基づく健全化判断比率および資金不足比率は広報あなん11月号で掲載します。
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